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人口は 2030年には 1億 1,662万人、2060年には 8,674万人（2010（平成 22）年人口の
32.3%減）にまで減少すると見込まれており、生産年齢人口は 2030 年には 6,773 万人、












































1888（明治 21）年から 1889（明治 22）年の明治の大合併、1953（昭和 28）年から 1961
（昭和 36）年の昭和の大合併、1999（平成 11）年から 2010（平成 22）年の平成の合併







図表 1-1 わが国における地方自治制度の変遷 
年 制度の概要 
1869（明治 2）年 版籍奉還 
1871（明治 4）年 廃藩置県、3府 302県の中央集権国家の誕生 
1878（明治 11）年 三新法（郡区町村編制法・府県会規則・地方税規則）制定 
1888（明治 21）年 市制町村制の制定、市町村に独自の法人格が認められる 
1888（明治 21）年 明治の大合併（～1889（明治 22）年） 
1947（昭和 22）年 日本国憲法施行、地方自治法制定 
1952（昭和 27）年 地方制度調査会設置 
1953（昭和 28）年 昭和の大合併（～1961（昭和 36）年） 
1999（平成 11）年 平成の合併（～2010（平成 22）年） 

























































村建設促進法により、『町村数を約 3 分の 1 に減少することを目途』とする町村合併促進
基本計画（昭 28年 10月 30日閣議決定）の達成を図ったもの 7」である。この大合併によ
り、1953（平成 28）年 10月には 9,868であった市町村数は、新市町村建設促進法が一部























年の 9,582から 1961（昭和 36）年の 2,916と減少し、新市町村建設促進法の想定してい










































 第三の大規模合併は平成の合併である。これは、1999（平成 11）年から 2010（平成 22）












 平成の合併により、1999（平成 11）年には、671市、1,990町、568村、合計 3,229だ
った市町村数は、合併終了後の 2010（平成 22）4月には、786市、757町、184村、合計
1,727まで減少している。平成の合併は、「具体的には、市町村の合併の特例に関する法律





















 2013（平成 25）6月に、第 30次地方制度調査会は「大都市制度の改革及び基礎自治体
の行政サービス提供体制に関する答申」を行った。答申に基づいて、2014（平成 26）年 1
月には、基礎自治体による行政サービス提供に関する研究会が報告書を公表している。そ


















図表 1-2 明治・昭和・平成の三つの合併と自治体間連携制度の関係 
年 合併 自治体間連携制度 
1888（明治 21）年 明治の大合併開始  
1989（明治 22）年 明治の大合併終了 町村組合（～1947（昭和 22）年） 




1952（昭和 27）年  
協議会（管理執行協議会・連絡調整協議会・
計画作成協議会） 
（計画作成協議会は 1961（昭和 36）年～） 
事務の委託 
機関等の共同設置 
1953（昭和 28）年 昭和の大合併開始  
1961（昭和 36）年 昭和の大合併終了  
1963（昭和 38）年  地方開発事業団（～2011（平成 23）年） 
1994（平成 6）年  広域連合 
1999（平成 11）年 平成の合併開始  
2010（平成 22）年 平成の合併終了  













 自治体間の広域連携は、町村制による町村組合から 2014（平成 26）年の地方自治法改
正まで、社会経済情勢の変化や地方自治体を取り巻く環境の変化に対応して、制度の創設、


























































 ① 広域的な行政ニーズに柔軟かつ複合的に対応できる。 
 ② 広域的な調整をより実施しやすい仕組みとなっている。 
 ③ 権限委譲の受け皿となることができる。 















































































































































ととなる。このことは、連携中枢都市圏構想推進要綱が、2015（平成 27）年 1月 28日お









































































 地方分権の進展とともに、国税と地方税の割合は、1965（昭和 40）年の国税 67.9％、
都道府県税、市町村税をあわせた地方税 32.1％から、2014（平成 26）の国税 58.6％、地



















































































































































































12 総務省ホームページ http://www.soumu.go.jp/main_content/000051163.pdf（2017 年
6月 13日最終アクセス）。 
13 総務省ホームページ http://www.soumu.go.jp/kouiki/kouiki1.html （2017 年 6 月 13
日最終アクセス）。 
14 村上博「広域連合の展開」『香川法学』（香川大学）第 21巻第 3号、2002年、101頁。 
15 総務省資料に基づき、明治および昭和は大合併、平成は合併の表記としている。 




























































































































のが、Hope and Fraser（2003）による脱予算管理およびKaplan and Nortonによるバラ
ンス・スコアカードである 4。しかしながら、わが国企業予算制度の実態調査 5では、企業
予算制度の有無について、「企業予算制度あり」は、1992（平成 4）年度では 100%、2002





































































































図表 2-2 企業における予算編成プロセス 




































 地方自治法第 211条は、予算の調製および議決を規定しており、同条第 1 項では、「普
通地方公共団体の長は、毎会計年度予算を調製し、年度開始前に、議会の議決を経なけれ
ばならない。この場合において、普通地方公共団体の長は、遅くとも年度開始前、都道府

















































図表 2-3 地方自治体と企業における予算の機能 
吉田・小島（2009） 岡（2002） 企業 大分類 小分類 
財政的機能 資源配分機能 実質的意義 計画機能 
所得再配分機能 － － 
景気調整機能 － － 
政治的機能 政治的価値判断の表示 政治的意義 － 
法としての機能 － － 
会計統制機能 － 統制機能 
行政管理機能 形式的意義 調整機能 


















































































図表 2-4 企業と地方自治体における予算の比較 

















コントロール主体 消費者と株主 首長と議会 





















































図表 2-5 企業と地方自治体における予算機能の重要性 
機 能 企業 地方自治体 
計画機能 重要 最重要 
調整機能 重要 重要 
事前統制機能 あまり需要でない 最重要 
事後統制機能 最重要 あまり重要でない 


















































































































































































































































強制競争入札（Compulsory Competitive Tendering：CCT）、市場化テスト（Market 
Testing）などの競争に基づいた政策から、コラボレーションを中心とした政策へと転換を
図った。その後、地域戦略パートナーシップ（Local Strategic Partnership：LSP）や地







ービス（National Health Service：NHS）の連携が積極的に取り組まれている 33。地方自
治体と NHS のコラボレーションでは、プール予算による取り組みが、1999 年医療法














4 杉山（2014）によると、Hope and Fraser は、脱予算を構成するツール（システム）
として、株主価値モデル（shareholder value model）、ベンチマーキング（benchmark
ing）、バランス・スコアカード（balanced scorecard；BSC）、活動基準管理（activity-
based management；ABM）、CRM（customer relationship management）、ローリン
グ方式の予測（rolling forecast）、全社的情報システム（enterprise-wide information 
system）などを列挙している。 






8 建部宏明「第 6章 予算管理」﨑章浩編著『マネジメント基本全集 8 管理会計（マネジ
メント・アカウンティング）業績管理会計と意思決定会計』学文社、2006年、80頁。 
9 『同上書』81頁。 





14 東海幹夫『新版 原価計算管理会計』清文社、2010年、296頁。 
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17 岡裕二「第 3章 予算及び決算」田谷聡編著『財務管理〈地方自治総合講座 4〉』ぎょう
せい、2002年、53頁。 
18 吉田・小島『前掲書』108頁。 



















29 本論文では、Raine J. W. and P. A. Watt (2012) p.8の図表中、The Benefactorを他人













of Chief Executives of Voluntary Organisations（ACEVO）が設立されており、わが国


























入ることを 2015（平成 27）年 8月 25日の会議で説明している 3。三重地方税管理回収機










































































































 ② 中央政府からの移転財源への依存度が極めて高い地方税財政構造であること。 
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 ③ 中央政府部内での予算編成過程で圧倒的な優位性が財務省（HM Treasury）に認め
られていること。 
の 3点を指摘し、特に②については、地方自治体の単一税目であるカウンシル税 17（Council 


























































































 Watt（2010）は、図表 3-1のとおり、地方自治体と医療トラストの二者によるモデルケ 
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図表 3-1 コラボレーションの優位性 
  




自治体のコストは 7、医療トラストのコストは 10 となっている。ここで、アウトカム L
が、コラボレーションを通じて 13の予算で生み出すことができたとする。図表 3-1では、
アウトカム Lを達成しつつ、双方の予算にとって削減のメリットがある範囲は、地方自治
体 13、医療トラスト 0と地方自治体 0、医療トラスト 13を結ぶ直線上のうち、太線の部

































 ① 個々のパートナーの予算ではなく、全体の予算に焦点があたる。 
 ② 各パートナーが、総合的にアウトカムの達成をめざすようになる。 
 ③ それぞれのパートナーの間接費を削減できる。 
 ④ 重複を避けることができる。 
 ⑤ 最善のサービス提供手段（外部との契約など）を選択できる。 






























and Public Involvement in Health Act 2007）では、地方自治体は、NHS トラスト
（National Health Service trusts）、イングランド芸術協会（The Arts Councils of 
England）、英国スポーツ協会（The English Sports Council）など実に 24のパートナー
と協働することが規定されている 29。 
 さらに、プール予算のパートナーが、法律の整備が進むにつれて増えてきていることを
指摘することができる。2004年児童法（Children Act 2004）では、ディストリクト（District 
Council）、警察（Police）、地方観察委員会（Local Probation Board）、若者犯罪対策チー
ム（Youth Offending Team）、戦略的保健当局（Strategic Health Authority）、初期医療
トラスト（Primary Care Trust）、2000年学習・技能法（Learning and Skills Act 2000）
第 114条に規定されているサービス提供者およびイングランドの学習・技能評議会（The 















































省（Department for Communities and Local Government：DCLG）は、つぎの 4点を
目的としてあげている 36。 
 ① サービス提供の重複を最小限にする。 
 ② 効率性を高める。 
 ③ バリュー・フォー・マネー37を改善する。 
 ④ サービス利用者の需要に適合するよう設計されたサービスを保証する。 
 

























図表 3-2 連携予算とプール予算の比較 



















































図表 3-3 ファイナンシャル・コラボレーションにおけるパートナーの行動分類 
     出所：Raine and Watt (2012), p.8. 
 




 ② 合理主義者（The Calculator）……コラボレーションに経費とその他の資源を委ね
ることに熱心だが、主に自己本位の理由でそうしている。最も可能性のある理由は、
コラボレーションが、自身の組織に利益があるという認識である。 
 ③ 他人任せ（The Benefactor）……コラボレーションに喜んで資金を委ね、特定のコ
ラボレーションの目的には協力的だが、時間をかけない、または運営に関わりたいと
は思っていない。 

























































































図表 3-4 予算モデルと財務的モチベーション、エンゲージメントのレベルの関係 
予算モデル モチベーションの傾向 エンゲージメントのレベル 
プール予算 無私／利他的 積極的な関与 消極的な関係 エンゲージメント・レベルは、状況によって、それぞれ
































































ビス法（National Health Service Act 2006）により、地方自治体と PCTによるプール予
算を使用したジョイント・コミッショニング 43の取り組みが可能となった。2012 年医療
および社会ケア法（Health and Social Care Act 2012）により、PCTにかわって、200～
300の診療委託グループ（Clinic Commissioning Groups：CCGs）が設置された。現在は、
地方自治体とCCGsによるジョイント・コミッショニングが実施されている。 






















1 2011（平成 23）年の地方自治法の一部改正（平成 23年法律第 35号）により、委員会
または委員の事務局の共同設置が可能となったのを受け、2013（平成 25）年 11月 7日
に、備前市、瀬戸内市、赤磐市で構成される「岡山県東備三市監査共同組織研究会」が
発足した。2014年（平成 26）2月 8日には、研究会が 3市長に報告書を提出している。
その後、赤磐市が枠組みから脱退し、2016（平成 28）年 4月 1日に、備前市と瀬戸内市
の 2市により、監査委員事務局が共同設置されている。 





3 三重地方税管理回収機構のホームページの組織概要では、構成団体は県内全 29 市町と
なっており、名張市は未だ脱退していない。http://www.zei-kikou.jp/gaiyou/index.html




90（2017年 7月 27日最終アクセス）。 







8 Watt, P. A., ‘Local Collaborative Public Management and Local Performance in the 
UK’, Brandsen, T. and M. Holzer (eds) The Future of Governance, American Society 
for Public Administration, Washington DC, 2010, pp.6-7. 







1997年には、社会的排除ユニット（Social Exclusion Unit）、1998年には 18の政策ア
クションチーム（Policy Action Team：PAT）が設置され、569の提言を行っている。











































18 北村亘「第 3 章 地方自治体に対する中央政府のコミットメント ‐イギリス‐」加茂
利男・稲継裕昭・永井史男編著『自治体間連携の国際比較 市町村合併を超えて』ミネル
ヴァ書房、2010年、69-70頁。 
19 Watt, P. A. op.cit., pp.42-43. 
20 Ibid., p.37. 
21 白石克孝「第 1章 マルチパートナーシップによる市域再生‐英国における地域戦略パ
ートナーシップへのあゆみ‐」白石克孝編、的場信敬監訳『英国における地域戦略パー
トナーシップへの挑戦』公人の友社、2008年、13頁。 







24 Watt, P. A., op.cit., pp.45-46. 
25 Ibid. 
26 Ibid., pp46-47. 囚人のジレンマとは、ゲーム理論の 1つで、協力しないよりも互いに
協力したほうが良い結果を生むとわかっていても、協力しない者が利益を得る状況では、
互いに協力しなくなるというジレンマをさす。 
27 Ibid., p.47. 
28 白石『前掲稿』5頁。 
29 Watt, P. A., op.cit., pp.39-40. 
30 CIPFA, Pooled Budgets A Practical Guide for Local Authorities and the National 
Health Services, 2009, pp.8-9. 
31 Raine, J. W. and P. A. Watt, ‘Budgetary Models，Motivation and Engagement in 
Financial Collaborations’, Public Management Review, 2012, p.2. 
32 Ibid., p.17. 




35 本論文では、aligned budgetは連携予算、pooled budgetはプール予算を訳語として使
用した。なお、プール予算の用語の使用例としては、山本（2008）がある。連携予算の
用語の使用例は、わが国には見られない。 
36 DCLG, Guidance to Local Areas in England on Pooling and Aligning Budgets, 2010, 
p.8. 
37 税金の使用価値を最も高めようとする考えをさす。 
38 Raine, J. W. and P. A. Watt, op.cit., p.8. 
39 Ibid., p.4. 
40 Ibid., pp.9-14. 
41 Ibid., p.17. 










































図表 4-1 主体による分類と参画可能なコラボレーション 
 連携予算のコラボレーション プール予算のコラボレーション 
法定でプール可 ①参画可能 ②参画可能 
法定以外の主体 ③参画可能 参画不可 

















省庁であるコミュニティ・地方自治省（Department for Communities and Local 
Government：DCLG）1が公表している「プール予算と連携予算に関するイングランド地





 第二は、英国勅許公共財務会計協会（Chartered Institute of Public Finance and 
Accountancy：CIPFA）2が公表している「連携予算公報 1 地方自治体と国民医療サービ
ス（National Health Service：NHS3）スコットランド向けの実務ガイド」（Aligned Budgets 
Bulletin 1: A Practical Guide for Local Authorities and NHSScotland）である。この連
携予算の実務ガイドは、プール予算への移行の段階として、連携予算の二つのパラダイム
を考察している点において重要である。 
 第三は、CIPFA が公表している「プール予算：地方自治体と NHS への実務ガイド」




































































































図表 4-2 二つの予算モデル（連携予算とプール予算） 
    出所：筆者作成。 
 
選ばれたホストパートナーまたは別途設立された第三者機関に完全に移転する。ホストパ

















 2002年に、CIPFAの共同資源アドバイザリー＆ネットワークグループ（CIPFA’s Joint 
Resourcing Advisory and Network Group）により公表された実務ガイドの基礎となって
いる法令は、スコットランド 11の 2002年コミュニティ・ケアと医療のパート 2における
協働に関する供給の施行法（Implementation of the Provisions on Joint Working in Part 
2 of the Community Care and Health (Scotland) Act 2002）および 2002年コミュニテ




















































































































 パラダイム 1から 3では、コラボレーションに含まれる対象が異なっている。パラダイ
ム 1では、資源が対象となる。パラダイム 2Aでは、資源、ガバナンスおよび説明責任の














であった。法制化の目的は次の 2点である 15。 
 ① プール予算と機能の移譲（delegation of functions）をとおして、利用者のためのサ
ービスを改善し、地域と国の目標を達成する。 






（budget pooling）である 16。1999年医療法第 31条は、イングランドでは、2006年国民
医療サービス法（National Health Service Act 2006）第 76条に、ウェールズでは、2006






ることができた。さらに、2004年児童法（Children Act 2004）第 10条により、より広範
囲の関連パートナーがプール予算を構成できるようになった。地方自治体と NHS 以外の
組織とは、①警察、②地方監察委員会（local probation board）、③若者犯罪防止チーム
（youth offending team）、④戦略的保健当局（Strategic Health Authority）、⑤PCT、⑥
2000年学習・技能法（Learning and Skills Act 2000）第 114条に規定されているサービ


















































普及しているとはいえないこと 25、LSP は、地域再生資金（Neighbourhood Renewal 
Fund：NRF）の受け皿としてのコラボレーションに中央政府から資金が交付される制度
であり、中央政府の過剰なコントロールが問題となっていること 26を指摘している。LAA





















図 4-4 LAAと二つの予算モデルの概念との関係 
中央政府Ａ省 中央政府Ｂ省 中央政府Ｃ省 














































図表 4-5 連携予算とプール予算の比較検討 
 連携予算 プール予算 
期間の適性 短期 中長期 
段階の特性 初期 成熟期 
規模 中小規模 大規模 
信頼・確信 証拠を欠いている 明確である 
パートナーの種別 公的部門以外も柔軟に参画 法定の公的部門 
合意の手続き パートナーによる合意 公式な合意への署名 
責務・説明責任 各パートナー ホストパートナーまたは第三者機関 
サービス利用者の視点 各パートナーの視点 サービス利用者の視点 


















































































































































































4 DCLG, Guidance to Local Areas in England on Pooling and Aligning Budgets, March 
2010, p.5, para.1.1. 
5 Ibid., p.5, para.1.2. 
6 Ibid., p.7, para.1.8. 
7 Ibid., p.8, para.2.3. 
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8 Ibid., p.8, para.2.5. 
9 Ibid., pp.8-10, para.2.6. 
10 イングランドの地方自治体等の外部監査に責任を負っていたが、2010年 5月に誕生し
た保守党・自由民主党連立政権により、2010年 8月に廃止の方針が明らかにされ、地方
自治体監査委員会廃止を規定した 2014年地域監査とアカウンタビリティ法（Local Audit 




12 CIPFA, Aligned Budgets Bulletin 1: A Practical Guide for Local Authorities and 
NHSScolland, 2002, p.1. 
13 Ibid. 
14 Ibid., pp.3-7. 
15 CIPFA, Pooled Budgets A Practical Guide for Local Authorities and the National 
Health Services, 2009, p.1, para.5. 
16 Ibid., p.2, para.7. 
17 Ibid., p.2, para.6. 
18 Ibid., pp.8-9, para.52. 
19 Ibid., p.7, para.44. 
20 Ibid., pp.13-14, para.96. 
21 Ibid., pp.14-15, para.103. 
22 Ibid., p.15, paras.104-105. 
23 Ibid., p.15, paras.106-107. 
24 Ibid., pp.17, para.116. 











29 DCLG, op.cit., pp.16-20, paras.4.1-4.19. 
30 政府や企業が事業を譲渡する場合の従業員の権利保護を定めた制度である。1981年に
1977年のEC指令の規定を国内法に適用する形で施行された。 
31 DCLG, op.cit., p.21, paras.5.1-5.2. 
32 CIPFA, op.cit., p.30, paras.186-188. 







































 つぎに、Raine and Watt（2012）が行っているプール予算を使用した三つの事業の考察
に加え、そのなかの一つでプール予算を使用した成功事例であるセーファー・サットン・





























 第二は、内部統制である 4。パラダイム 2Aにおける共同マネジャーは、それぞれの組織
















































 ① ノースウェスト再定住コンソーシアム 







 ② アカデミー：学習と発展の共有（アカデミー） 





の 14 の公共部門組織で、連携予算を活用した取り組みである。2009/2010 会計年度のコ
ラボレーションが生み出した財務的価値は 2,030万ポンドである。 
 

































 プール予算のマネジメントについては、2004年児童法（Children Act 2004）によって、
より多くの関連パートナーがプール予算を構築することが可能となり、どのように利用す




























 ① 必要な情報を受け取る。 
 ② 合意を共同で見直し、更新を検討する。 
 ③ 合意の変更に、その都度合意する。 
 ④ 毎年度、リスク評価とリスク共有の規定を見直し合意する。 
 ⑤ 毎年度、本合意のスケジュール 1、2、3の改訂版を検証し合意する。 
 ⑥ マネジャーがプール予算からの支出を承認することができるように、必要となるプ
ロトコルやガイダンスを整理する。 
 ⑦ プール予算から支払われるサービスの契約期間に合意する。 
 ⑧ スケジュール 1の目標と提供計画（Objectives and Delivery Plan：ODP）15の進
捗を検討し、さらに必要なところと協議する。 



















図表 5-1 MG、マネジャー、各パートナーの役割とスケジュール 



























































月 31日までに予算案を合意する努力義務がある。そして、マネジャーは、12 月 31日ま
でにプール予算に影響をもたらす問題をMGに報告する。各パートナーも予算の変動要因





























 Raine and Watt（2012）が考察を行った事業のうち、プール予算を使用したものは以下
の 3事業である 18。 











 ② 北ロンドン廃棄物協会 







 ③ マルバンヒルズ特別美観自然地域 







































 筆者は、2015年 2月、Raine and Watt（2012）が考察を行った五つの事業のなかから、
経費削減を実現し、パートナーの無私／利他的な動機がコラボレーションの成功につなが








 サットン市は、ロンドン南部にあるロンドン特別区（London Borough of Sutton）であ
り、人口は約 19万人、警察官は約 300人である。南部の裕福な地域と北部の貧困地域か






ヒアリング調査では、警察を退職してサットン市に勤務していた Shadbolt 氏から SSPS
について、直接説明を受けることができた。 



































図表 5-2 タイプごとの犯罪率 
犯罪タイプ 犯罪率 順 位 犯罪タイプ 犯罪率 順 位 
暴行 11.29 下から 6番目 不正 1.91 最も低い 
強盗 1.29 下から 4番目 器物損壊 7.57 下から 10番目 
泥棒 7.39 下から 3番目 薬物犯罪 2.49 最も低い 
窃盗 21.43 下から 3番目 その他 0.43 最も低い 
  ※犯罪率は、2011/2012会計年度における人口 10万人あたり 
  ※ロンドン・バラ 32団体中のサットンンの順位 
  出所：Lewis (2013), p.19. 
 
 SSPS の取り組みによる犯罪率の低下は、ヒアリング調査においても確認できた。主な
指標の 2004/2005会計年度から 2012/2013会計年度の推移は、図表 5-3のとおりである。 
 
図表 5-3 サットンにおける犯罪に関する主な指標の推移 
指   標 増 減 指   標 増 減 
犯罪の認知件数 ▲30.2％ 刑事犯罪被害 ▲67.0％ 
人に対する暴力 ▲27.2％ 自動車の盗難 ▲70.1％ 
      ※刑事犯罪被害とは、落書き、建物損壊、車両損壊など 
















も確認できた。SSPS がスタートした 2005/2006 会計年度における初期の財務的便益は、
次のことによりもたらされている。 
 ① 職員の共有（co-location of staff） 
 自治体のスタッフが、メトロポリタン警察サービスにより運営されている建物を拠点と
している。サービスの提供に違いが生じる最大の要因である。 




 ③ 資源と活動の合理化（Rationalisation of resources and activity） 
 パートナーシップによる財務的便益は、資源の統合や重複の回避など、その初期段階に
大きくなることが一般的である。SSPS におけるパートナーシップによる削減効果は、自
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体の拡充、2006年国民医療サービス法（National Health Service Act 2006）において、
地方自治体と PCTとのジョイント・コミッショニングが可能となった。2010年 5月に誕
生した保守党・自由民主党連立政権では、NHS改革の一環として、2012年医療・社会福



































 以下では、2003 年に開発されて以降、コミュニティ・地方自治省（Department for 




































図表 6-1 IPCモデルにおけるコミッショニングと調達の 4段階 



















（Chartered Institute of Public Finance and Accountancy：CIPFA）南東支部長の Alison 
Sweeting氏と CIPFAの研修生 2名である。 
 
（１）サリーにおける成人向け施策の概要 






























































い者パートナーシップ（Surry Disabled People’s Partnership: SDPP）である。身体障が
い、感覚障がいの住民との協働を専門としている。50歳以上の住民を対象とするエイジ・




























































































































































図表 6-2 1990年国民医療サービスおよびコミュニティ法制定前の医療制度 
      出所：松田（2013）、282頁。 
 
図表 6-3 1990年国民医療サービスおよびコミュニティ法制定後の医療制度 







 しかしながら、このことは誰でも公平に医療を受けることができるという NHS の原則























 2012年医療・社会福祉法により、PCTを再編して CCGsが設置された。図表 6-4のよ
うに、これまで以上に、地方自治体と NHS のコラボレーションを強化し、地方自治体と











図表 6-4 CCGsにおけるプール予算の役割 
     出所：松田（2013）、287頁。 
 
１ スウィンドン市 
 2016年 7月に、スウィンドン市庁舎を訪問し、成人向けサービス部長（Director Adult 
Social Service）の Sue Wald氏、戦略・開発課長（Strategy and Development Manager）
の Phillipa Lamb氏、スウィンドン診療委託グループの財務課長補佐（Deputy Financial 



















































央政府が 2015年 4月に創設した BCFによる取り組みである。そのための合意書には、ジ
ョイント・コミッショニング、HWBs、優先順位について簡潔にまとめられている。 
 プール予算に関しては、地方自治体と CCGsは、2006年国民医療サービス法第 75条に








 2016年 7月に、ブライトン＆ホーヴ市庁舎を訪問し、事務総長室にて、事務総長（Chief 
Executive）のGeoff Raw氏、財務・資産室長（Head of Corporate Finance and Resources）

























さまざまな委員会、たとえば、健康・福祉増進委員会（Health and Wellbeing Boards：
HWBs）が設置されている。また、戦略も重要な役割を果たしている。実務レベルでは、
異なるシステムを統合して、支出を減少させる方法のために設置されたより良いケア委員

























 地方自治体と NHS により、効率的に医療と社会福祉のサービスを提供するための仕組
みとして職員派遣制度（secondment）がある。医療と福祉の職員を同じ管理者のもとに配
置し、効率的にサービスを提供しようとしているものである。しかしながら、この制度に
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祉の統合を進めてきた。1999年医療法（Health Act 1999）第 31条では、医療と社会福
祉、すなわち NHS と地方自治体が連携するためのプール予算が初めて法制化される。こ
の規定は、2006年国民医療サービス法（National Health Service Act 2006）第 75条に
引き継がれ、地方自治体と HNS が、プール予算を活用してジョイント・コミッショニン
















 BCFは、2014年医療法（Care Act 2014）により、2006年国民医療サービス法が修正
されることにより、法律に規定されることとなったものである 9。BCFにより、地域ごと
に CCGs の資金へのアクセスが満たされるように、NHS イングランドは、以下のことを
要求している 10。 
 ① BCFが、国民医療サービス法第 75条により設立された単一または複数のプール予
算に移転されること。 




年度は 1億 500万ポンド、2018/2019会計年度は 8億 2,500万ポンド、2019/2020会計年
度は 15億ポンドの新たな投資が公表されている。さらに 2017年予算では、2017/2018会
計年度は 11億 1,500万ポンド、2018/2019会計年度は 14億 9,900万ポンド、2019/2020
年度は 18億 3,700万ポンドまで増額されている 11。 




 保健省（Department of Health：DH）とコミュニティ・地方自治省（Department for 







 ① 達成すべきアウトカムを定義する。 
 ② 一つにまとめる予算と共有するリスクについて合意する。 
 ③ サービス提供者とモデルを開発する。 




























図表 7-1 医療・地方自治体の支出に占める BCF（2015/2016会計年度） 





















図表 7-2 BCFによる医療・社会福祉サービス 

























































創出されるが、法的責任は、NHS では CCGs の統治主体、地方自治体では議会または事
務総長が保有したままとなっている 18」との指摘がある。そして、それぞれのガバナンス
基準や年次ガバナンス報告のガイダンスの要求に従う必要がある。 


























図表 7-3 どの主体が誰に保証を提供するのか？ 
     出所：HFMA (2014), p.10. 
 
Ⅳ CIPFAおよび LGAへの現地調査 
 
 筆者は、BCFが取り組まれ始めた 2015年 4月 1日の 2か月前の 2月に、英国勅許公共
財務会計協会（Chartered Institute of Public Finance and Accountancy：CIPFA）のHead 
of standards and financial reportingで、HFMAのガイダンスの策定を支援した Alison 
Scott 氏にロンドンの CIPFA 本部で調査を実施した。また、導入後の同年 7 月に、LGA
























































 2015年 7月の調査時は、5月 7日に 2015年イギリス総選挙が実施され、保守党が勝利
した直後であったため、これまでの保守党・自由民主党連立政権におけるコラボレーショ































 資金の全体額 53億ポンドの支出内訳は、救急 3.5％、精神医療 6.1％、コミュニティ医








 ② みんなのための計画（Plan for all）……病院とかかりつけ医（General 
Practitioners：GPs）の参画と関与の必要性（努力の共有） 
 ③ 金銭問題（Money matters）……リスクが最初に顕在化し、その後、便益が顕在化
することへの対応（リスク管理の共有） 
 ④ 障壁の克服（Overcoming barriers）……ほとんどの地域は促進要因を確信してい
る（シェアードサービスが通常になる） 
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 ① 包括性……政策が、前向き、包括的、公正であること。 
 ② 統 合……組織的な構造の違いを越えて、ジョインドアップの方法で、社会が直面
している犯罪、薬物、住宅、環境のような問題に取り組む。 
 
 内閣府の業績＆イノベーション・ユニット（Performance and Innovation Unit: PIU）
が、ジョインドアップ・ガバメントの戦略を所管し、その調整役を果たすとともに、さま





























 英国会計検査院（National Audit Office: NAO）は、ジョインドアップについて、複数
の公的、民間、ボランタリー部門が、組織を越えて共通の目標に向かってつながることで
あるとし、三つの形態があることを示している 8。 
 ① 組織の境界を再編する（Realigning organizational boundaries）……二つまたはそ
れ以上の組織の全体または一部が、新しい組織をつくるためにまとまる。 
 ② 公式なパートナーシップ（Formal partnerships）……契約、議定書（protocol）、
枠組みの合意によって協働する。 




















然として、財務省と内閣府（特に、公共サービス改革推進室 10（The Office of Public Service 
Reform））がジョインドアップ・ガバメントを推進し達成することに対し、政策立案者と
して特定の責任を有し、包括的な調整役を果たし、リーダーシップを発揮することを指摘























図表 8-1 ジョインドアップ・ガバメントの四つの側面 





























たなプログラムに起源を持っている 16。試行は、63 の地方自治体、34 の初期診療トラス
ト（Primary Care Trust：PCT）、12の消防機関、13の警察機関を含んだイングランド内
の 13地域 17で行われ、パイロット地域の公共支出は、22億から 220億ポンドとさまざま









 ① 中央政府（各省庁）、政府外公共機関 21、地方自治体などさまざまなサービス提供主
体により、特定の政策目的に支出されている地域のすべての支出を洗い出す。 




















































 第 1 フェーズの試行後に、近隣レベルのコミュニティ予算（Neighbourhood-level 
Community Budgets）と地域全体のコミュニティ予算（Whole-place Community Budgets）
の試行が公表された。ここでは、コミュニティ・地方自治省（Department for Communities 






















































 コミュニティ予算には、次のような新しい裁量（freedom）がある 27。 
 ① すべての公共サービス提供者が、協働し解決策を設計することができる。 
 ② 地域のパートナーが、政府の前提と異なってどのように物事を実施できるかを政府
に説明することができる。 
 ③ 地域が、サービスの再設計を支援するために、資源を柔軟に使用できる。 
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図表 8-3 二つのコミュニティ予算の比較 
 近隣レベルのコミュニティ予算 地域全体のコミュニティ予算 
検証すべき 




















予算モデル 連携予算 単一予算 
プール予算、連携予算の選択 
出所：DCLG（2011）を参考に筆者作成。 
図表 8-4 近隣レベルのコミュニティ予算の地域選択基準 
最低基準 













































































 2013 年 4 月から、それぞれのコミュニティ予算の試行が行われている。まず、近隣レ




図表 8-6 近隣レベルのコミュニティ予算のパイロット事業 


























































要は図表 8-7のとおりである 30。 
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図表 8-7 地域全体のコミュニティ予算のパイロット事業 
No 地  域 特   徴 
１ トライ・バラ ・サービスの統合と一定規模での運営 
・依存を減らす 
・人々とその地域のための経済的機会を促進する 
２ グレート・マンチェスター ・依存を減らし、成長を支援することを目的とする 
・独自のガバナンスの仕組みで地理的に差別化を図る 
・新しい提供・投資モデルの規模を検証する 






































（Neighbourhood manager）であるバラ南部（South of the Borough）のBally Allen氏、
キングストン・タウン（Kingston Town）のNeville Rainford氏、サービトン（Surbiton）、





















































































図表 8-8 ワン・ノービトンのプロジェクト構造 
























図表 8-9 予算のマッピングの仕組み 



















 ④ コミュニティの提案による協働と参画のモデル 

















































 二つの類型のコミュニティ予算は、2013 年 4 月から試行されており、その成果は、今
後、評価されるものと考えるが、英国下院コミュニティ・地方自治委員会が、2013年 10
月にまとめた報告書では、コミュニティ予算の便益として以下のことがあげられている 40。 
 ① 経費削減の可能性 
 LGAからの委託によるERNST & YOUNGの報告書では、コミュニティ予算が全国で
実施された場合、5年間で 94億ポンドから 306 億ポンドの経費節減が可能であるとの見
積りが示されている。NAOは、年間の便益を 42億ポンドから 79億ポンドと見積もって
いる。 




 ③ 中央政府の各省庁 
 地方自治体と中央政府の省庁との関係、特に保健省、労働年金省との関係が改善されて
いる。 








 ⑤ 関係の再設定（Resetting relationships） 
 地域のリーダーシップとパートナー間の良い関係は、コミュニティ予算にとって重要な
要素である。DCLGは、関係はリセットされると述べている。 





 ⑦ コミュニティ予算と成長（growth） 
 コミュニティ予算は、経済成長を促す可能性を持っている。 
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となった。平成の合併が終了した 2010（平成 22）年 4月 31日の市町村数は 1,727、2016




 ① 地方分権を背景とした国主導の取り組み 
 ② 要綱による取り組みを要因とした体系性の欠如 






















 ① 連携のための制度に予算が組み込まれていないこと 
 ② 委託業務において、発注者とサービス提供者の連携の仕組みが存在しないこと 
 ③ 連携主体間のコンフリクトの解決策が用意されていないこと 































































 第 7章では、地方自治体とNHSによる官官連携として、2015年 4月 1日から取り組み







地方自治体と NHS における BCF の予算について考察し、英国医療財務会計協会（The 













ラボレーションの課題解決については、2010 年 5 月に誕生した保守党・自由民主党連立
政権が導入したコミュニティ予算を通じた考察を行った。 




 ① コラボレーションにおける体系的な予算モデルの必要性 
 ② ファイナンシャル・コラボレーションのフレームワークの理解の重要性 






















   丸数字は、第 1章第Ⅰ節３(1)（10頁）と符合していている。 
   出所：筆者作成。 
 
 両者の比較から考察されるわが国の広域連携制度の課題は二つある。 
















 ② サードセクターの育成 
 わが国においても、1995（平成 7）年の阪神・淡路大震災後、ボランティア活動の重要
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2 個人予算を含む公共サービスの個人化については、山井（2013）を参考にした。 
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